
高松市立学校における防災体制の 

現状と課題 
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高松市教育委員会 保健体育課 



学校保健安全法に第２９条規定されている 

「危険等発生時対処要領」は、 

「危機管理マニュアル」と同義であり、 

 

危険の対象によって 

「防犯マニュアル」 

「不審者対応マニュアル」 

「防災マニュアル」 

「災害発生時対応マニュアル」等と呼ばれます。 

 

１ 学校防災マニュアルについて 
〔学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き Ｈ２４．３月 文科省 参照〕 

2 



（１） 作成の目的 
  

 ① 学校における災害発生時の対応等について教職員 

  の役割等を明確にし、学校防災体制を確立する。 

  

 ② 家庭や地域、関係機関等に周知し、地域全体で 

  地震・津波災害に対する意識を高め、体制整備の構 

  築、推進を図る。 

１ 学校防災マニュアルについて 
〔学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き Ｈ２４．３月 文科省 参照〕 
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（２） 三段階の危機管理 

 ① 事前の危機管理（備える） 

    体制整備と備蓄、点検、防災（避難）訓練、教職員研修 

  

 ② 発生時の危機管理（命を守る） 

    初期対応、二次対応 

  

 ③ 事後の危機管理（立て直す） 

    安否確認、対策本部の設置、引き渡しと待機、 

    避難所運営協力、心のケア 

１ 学校防災マニュアルについて 
〔学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き Ｈ２４．３月 文科省 参照〕 
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（１） 体制整備と備蓄 
 ・ 保護者や地域、自治体等と連携した体制整備 

 ・ 地域災害特性から予想される二次被害の洗い出し 

（２） 点検 
 ・ 避難経路や避難場所の点検 

（３） 防災（避難）訓練 
 ・ 訓練・評価・改善のサイクルでマニュアルの見直し 

（４） 教職員研修等 
 ・ 地域や関係団体との連携による人材等の活用 

 ・ 防災意識の高揚と専門的知識・技能の向上 

２ 高松市立学校の現状 

事前の危機管理（備える） 
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２ 高松市立学校の現状 

事前の危機管理（備える） 

高松市立小学校における防災（避難）訓練 
（Ｈ２９．３月現在） 

○地域と一緒に防災訓練実施 ３１校／４８校 

○地域との実施頻度 毎年   １６校／３１校 
（Ｈ３０．３月現在） 

○地域と一緒に防災訓練実施 ３７校／４８校 

 

学校安全管理研修会 
○毎年１２月下旬開催 

○保・こ・幼・小・中・一高の教職員 

 各学校１名を対象として実施 

○参加体験型防災研修 
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（１） 初期対応 

 ・  「落ちてこない・倒れてこない・移動してこない」場所を見 

  つけ出して身を寄せる 

   ・  様々な状況を想定した防災（避難）訓練で身に付けた対応  

（２） 二次対応 

 ・  素早い情報収集 

 ・  情報による二次避難の判断と対応 

 ・  避難後の安全確保 

２ 高松市立学校の現状 

発生時の危機管理（命を守る） 
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（１） 安否確認 
 ・ 地域の様々な団体や組織と連携し、災害時の連絡方法 
   についての体制整備 

（２） 対策本部の設置 
 ・ 求められる機能とその業務内容 

（３） 引き渡しと待機 
 ・ 判断や手順などのルールつくり 

（４） 避難所運営協力 
 ・ 教職員の協力体制の整備 
 ・ 地域住民等が主体的に開設・運営できる体制整備 

（５） 心のケア 
 ・ 平常時と同じ（管理職、養護教諭、学級担任、学校医、ＳＣなど） 

２ 高松市立学校の現状 

事後の危機管理（立て直す） 
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（２） 対策本部の設置 （求められる機能とその業務内容） Ａ小学校の例 
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（３） 引き渡しと待機 （判断や手順などのルールつくり） 
                               Ｂ小学校の例 
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四国新聞（Ｈ３０．６．８） 
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（４） 避難所運営協力 
避難所運営マニュアル（Ｈ２９．３月 牟礼南小学校 作成）より  

 
  

12 



（４） 避難所運営協力 
教職員の協力体制の整備 
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（４） 避難所運営協力 
地域住民等が主体的に開設・運営できる体制整備 
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（５） 心のケア 
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（１） 地域全体の意識向上に向けた取組 
 ○ 学校防災マニュアルの共通理解 

 ○ 地域の自主防災組織との連携 

（２） 事前の危機管理 
 ○ 地域災害特性から予想される二次被害の洗い出し 

 ○ 避難経路や避難場所の点検 

 ○ 防災（避難）訓練・実際の災害対応を基にしたマニュアルの 

   見直し 

 ○ 地域人材を活用した研修等 

（３） 事後の危機管理 
 ○ 避難所運営マニュアルの作成 

 ○ 学校、地域の役割分担と体制整備 

 

３ 今後の課題 
－ 地域連携をキーワードとして － 
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